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第1章住民情報の収集・蓄積・活用についての理論的検

第1章では、

国家、組織化、複雑化、官僚制、リスクの理論検討を行った

統治の資源と

 ソニー・ギデンズやディビ

なぜ、サー

の組織化の進

サーベイラ

 要となったことなど、の3点から整理した。

西欧社会は、

情報を収集する

情報技術と社
られたとい

の変化、住民
 た。

情報技術が、

データベース

許さないシス

 ャについてレッシグの議論をもとに分析を行った。

 第2章住民情報の収集・蓄積・活用の変遷

第2章では、

はめ検討し
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制度、住民登録法、住

住民情報は、田

住民情報を利用

 ての、社会保障制度、選挙権の付与

住民情報を収

など、住民自

インフラの整

き統治し始めた

情報技術がサ

緯について、
と業務改善の
システムが導

た。1980年代

算システムの
 分野が中心であったことを明らかにした。

明治政府成立

ている分野も
化はあるもの

 にした。
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 第3章地方自治体とサーベイランス

第3章では、地
ランスの観点

集・蓄積・管理の状態の説明、これを取り巻く環

1990年前半か

当時の亙丁革

を見てきた。
 を行い、住民情報を活用できうる基礎

具体的な電子
報の活胴を検

 台帳を利用し、複数の業務が行われていることを確認した。

電子政府・自

整備、住民基
 いることを確認した。

現在の行政の
務登録簿と東
集・活用され

 利便[生とサービス向上に寄与していることを明らかにした。

住民情報を活
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 第4章情報技術活用によるサーベイランスの二面性

第工一3章を

情報技術活用

(2)データの統

方分権に伴う住民と行政の関係変化の3点について分析した。

個人を識別・

実現するための個人を特定する番号の付与が

サーベイラン

化・連結のた

らの転換とい

 した。

サーベイラン

進展や地方分権

住民と行政の

 のため、地域の詳しい情報を

サーベイラン

性の向上が図

組み合わせる

と、それが、

 にした。

最後に、この

れるなどの危

は、今後とも

 ことを示した。

}

 第5章今後のシステム構築に向けての提言

第5章では、サ

ックボックス

マッチングや登

 …度形成されると固定化する危険性があることを指摘した。

サーベイラン

理可能なデータベースシステムの発達・

サーベイラン

り、それを担

ベイランスや

導入したころ

 を指摘した。
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現在の地方自

ムは、実世界、

この個人を特

 可能性があることを指摘した。

個人情報保護

公開、特に、デ

サーベイラン

 テム構築を進める必要性があることを提示した。

サーベイラン

ための地域資源

類別化を防ぎ

 じた。

 肇
馨
羅
嚢
豊
一
 -一

難
一
難

韮
 婁
■
}

難
 き
/
灘

 一86一



灘臨

 譲・

鼕
鼕
蜜
珊
費

 『
華

垂

 …

 論文審査結果の要旨

地方自治体が

域住民の合意

え方に転換し
についての理

自治体の「サ

ムの「監視」

 ったのかについて解明したものである。

 本論文は、全編6章からなっている。

「はじめに」

い、情報技術
 述べている。

第ま章では、

人化の進展に
リスクの把握

 から、情報技術と社会の変

第2章では、

人統一コード

 情報技術の変化が、統治関

第3章では、
は見られない

を活用し、「

れている社会保

 住民の利便溢とサービス水準の向上がも

第4章では、

識別・特定技

有化、(3)地

間で住民情報
ながること、

サービスを効

を指摘してい
 は大きいと思われる。

第5章では、

理可能なデー

た場合、「サ
化のためデータ

画一的に扱わ
には限界があ

開度・透明度
 た新たなシステム構築の必要性が強調している。

以上要するに
域づくり、政策
住民サービス

点で、政治情報学および隣報科学の発展に寄与す
よって、本論文は、博士情報科学)の学位論文と
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